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１．企業集団の状況 
当社の企業集団は、当社、子会社７社及び関連会社１社により構成されており、製品及びサービスの流通形態によ

り、「デジタル事業」と「出版事業」を事業の種類別セグメントに設定しております。 

 

当グループの事業に係わる位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。 

 

 

事 業 の 種 類 別 セ グ メ ン ト 事 業 区 分 事 業 内 容 主 要 な 会 社 

コンテンツ 電子メール新聞「impress Watch」

等のデジタルコンテンツ（電子情

報）の販売及びデジタルメディア

広告収入等 

㈱インプレス 

㈱ｲﾝﾌﾟﾚｽｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ 

㈱ﾐｭｰｼﾞｯｸﾒﾃﾞｨｱﾘｻｰﾁ 

㈱ﾊﾟｯｸｽﾈｯﾄｲﾝﾌﾟﾚｽ 

ＥＣ 

（電子商取引） 

オンライン直販サイト「impress 

Direct」での物販等 

㈱ｲﾝﾌﾟﾚｽｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ 

デジタル事業 

 

（インターネットを中心としたデジ

タルチャネルを通じた事業） 

そ の 他 インターネットを利用した各種

サービス提供、版権ビジネス及び

ＯＥＭ製品の供給、受託制作等 

㈱インプレス 

㈱ｲﾝﾌﾟﾚｽｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ 

㈱ｸﾘｴｲﾀｰｽﾞｷﾞﾙﾄﾞ 

Impress Capital, Inc. 

ＩＴ分野 雑誌、ムック（不定期刊行物）、

書籍、ビデオ、ＤＶＤの製商品の

企画制作、販売及び雑誌、ムック

の広告収入 

㈱インプレス 

㈱ｲﾝﾌﾟﾚｽｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ 

音楽分野 雑誌、ムック、書籍、ビデオ、Ｄ

ＶＤ、ＣＤの製商品の企画制作、

販売及び雑誌、ムックの広告収入 

㈱ﾘｯﾄｰﾐｭｰｼﾞｯｸ 

㈱ｲﾝﾌﾟﾚｽｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ 

出版事業 

 

（従来の出版社の販売ルートである

取次～書店等経由及び法人への直

販等のチャネルを通じた事業） 

デザイン分野 雑誌、ムック、書籍の製商品の企

画制作、販売及び雑誌、ムックの

広告収入 

㈱ｴﾑﾃﾞｨｴﾇｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ 

㈱ｲﾝﾌﾟﾚｽｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ 

 

                        

 
現在の当社グループの会社別の事業内容及び事業の系統図は次のとおりであります。 
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【会社別の事業の内容】 

会 社 名 事  業  内  容 
主 な 事 業 の 
種類別セグメント 当 社 と の 関 係 

㈱インプレス(当社) 
ＩＴ関連出版事業及びデジタルコンテンツの制作･提供､子

会社及び関連会社の株式を所有することによる当該会社の

事業活動の支配及び管理 
デジタル事業 
及び出版事業 

－ 

㈱インプレスコミュニケーションズ 
インプレスグループ各社のデジタルコンテンツ・出版物の

マーケティング、販売、広告代理業、ＥＣ事業及びストリ

ームメディアの配信等 
デジタル事業 
及び出版事業 

連結子会社 

㈱リットーミュージック 音楽関連出版事業 出版事業 連結子会社 

㈱エムディエヌコーポレーション ＤＴＰ及びデジタルデザイン関連出版事業 出版事業 連結子会社 

㈱ミュージックメディアリサーチ 
音楽著作権の管理､アーティスト・オーディションの運営、

デジタルコンテンツの制作･提供 デジタル事業 連結子会社 

㈱クリエイターズギルド インターネットを利用したデジタル・クリエイターのキャ

スティング、コンサルティング及びサポート デジタル事業 連結子会社 

㈱パックスネットインプレス 金融関連情報及びサービスの提供 デジタル事業 連結子会社 

Impress Capital, Inc.（※） 金融資産の管理 デジタル事業 連結子会社 

㈱シフカ デジタル画像データの制作 デジタル事業 関連会社 
(持分法非適用会社) 

※Impress Capital, Inc.は、平成 13 年８月１日付で IPG Network, Inc.から商号変更をしております。 
 
【事業の系統図】 
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【デジタル事業】【デジタル事業】【デジタル事業】【デジタル事業】

【出版事業】【出版事業】【出版事業】【出版事業】

連結子会社連結子会社連結子会社連結子会社
(株 )インプレスコミュニケーションズ(株 )インプレスコミュニケーションズ(株 )インプレスコミュニケーションズ(株 )インプレスコミュニケーションズ

製
品(

出
版
物
等)

取次・楽器楽譜問屋・レコード流通

連結子会社連結子会社連結子会社連結子会社
(株 )インプレスコミュニケーションズ(株 )インプレスコミュニケーションズ(株 )インプレスコミュニケーションズ(株 )インプレスコミュニケーションズ

連結子会社連結子会社連結子会社連結子会社
(株 )ミュージックメディアリサーチ(株 )ミュージックメディアリサーチ(株 )ミュージックメディアリサーチ(株 )ミュージックメディアリサーチ

連結子会社連結子会社連結子会社連結子会社
Impre ss Cap ital, Inc.Impre ss Cap ital, Inc.Impre ss Cap ital, Inc.Impre ss Cap ital, Inc.

当　社当　社当　社当　社

連結子会社連結子会社連結子会社連結子会社
(株 )エムディエヌコーポレーション(株 )エムディエヌコーポレーション(株 )エムディエヌコーポレーション(株 )エムディエヌコーポレーション

連結子会社連結子会社連結子会社連結子会社
(株 )リットーミュージック(株 )リットーミュージック(株 )リットーミュージック(株 )リットーミュージック

関連会社（持分法非適用会社）関連会社（持分法非適用会社）関連会社（持分法非適用会社）関連会社（持分法非適用会社）
(株 )シフカ(株 )シフカ(株 )シフカ(株 )シフカデジタル

コンテンツ

連結子会社連結子会社連結子会社連結子会社
(株 )パックスネットインプレス(株 )パックスネットインプレス(株 )パックスネットインプレス(株 )パックスネットインプレス

連結子会社連結子会社連結子会社連結子会社
(株 )クリエイターズギルド(株 )クリエイターズギルド(株 )クリエイターズギルド(株 )クリエイターズギルド

サ
ー
ビ
ス

サービス

サ
ー
ビ
ス

広
告

金融資産管理
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【関係会社の状況】 
議 決 権 の 
所有(被所有)割合 

名 称 住 所 
資 本 金 
又は出資金 
(千円) 

主 要 な 事 業 

の 内 容 所有割合
(％) 

被所有割合
(％) 

関  係  内  容 摘 要 

(連結子会社)        

㈱ﾘｯﾄｰﾐｭｰｼﾞｯｸ 東京都千代田区 169,000 出 版 事 業 100.0 － 役員の兼任。 （注）２ 

㈱ｴﾑﾃﾞｨｴﾇｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ 東京都千代田区 15,000 出 版 事 業 100.0 － 役員の兼任。  

㈱ｲﾝﾌﾟﾚｽｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ 東京都千代田区 53,000 
両ｾｸﾞﾒﾝﾄに 

関わる事業 
100.0 － 

ｸﾞﾙｰﾌﾟ内各社の出版物の販売。 

｢ｲﾝﾌﾟﾚｽﾀﾞｲﾚｸﾄ｣でのｵﾝﾗｲﾝ直販。 

ｸﾞﾙｰﾌﾟ内各社の出版物の広告販売。 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾒﾃﾞｨｱの広告販売。 

役員の兼任。 

 

㈱ﾐｭｰｼﾞｯｸﾒﾃﾞｨｱﾘｻｰﾁ 東京都千代田区 20,000 ﾃﾞｼﾞﾀﾙ事業 100.0 － 役員の兼任。  

㈱ ｸ ﾘ ｴ ｲ ﾀ ｰ ｽ ﾞ ｷ ﾞ ﾙ ﾄ ﾞ 東京都千代田区 50,000 ﾃﾞｼﾞﾀﾙ事業 100.0 － 役員の兼任。  

㈱ ﾊ ﾟ ｯ ｸ ｽ ﾈ ｯ ﾄ ｲ ﾝ ﾌ ﾟ ﾚ ｽ 東京都千代田区 158,000 ﾃﾞｼﾞﾀﾙ事業 96.8  役員の兼任。  

Impress Capital, Inc. 
米国ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ州 

ｻﾝﾌﾗﾝｼｽｺ市 
130万ドル ﾃﾞｼﾞﾀﾙ事業 

100.0 

(12.4) 
－ 役員の兼任。 （注）３ 

(注) １．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．㈱リットーミュージックは、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が

10％を超えております。 

 主要な損益情報等  （1）売上高      1,382,704千円 

（2）経常損失      61,205千円 

（3）当期純損失     55,450千円 

（4）純資産額      627,964千円 

（5）総資産額     1,836,535千円 

３．Impress Capital, Inc.の議決権の所有割合には、㈱リットーミュージック、㈱エムディエヌコーポレーション

及び㈱インプレスコミュニケーションズの３社が保有している議決権の合計12.4％が含まれております。 
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２．経営方針 
（１）経営の基本方針（１）経営の基本方針（１）経営の基本方針（１）経営の基本方針    

当社を事業持株会社とするインプレスグループは、情報通信技術の進化により形成される新しい価値を、新しいライ

フスタイルをもつ顧客とともに創造し、その普及を支援することで、高度情報通信ネットワーク社会の発展に貢献した

いと考えております。 

このため、自らを情報文化産業におけるデジタル志向のメディアグループと定義し、デジタル技術が実現するネット

ワークの力や効率性などを利用して、従来の新聞・雑誌・放送型メディア産業では実現できなかった方法を用いて企画

力・編集力・情報流通力の向上を目指します。 

また、メディア産業の中で進行中のパラダイムシフトを見据え、従来のジャーナリズムの枠にとらわれない新しいメ

ディアの創造に挑戦し、独自のビジネスの開発や事業化を行うことで企業価値を高めてまいります。 

 

（２）中長期的な経営戦略（２）中長期的な経営戦略（２）中長期的な経営戦略（２）中長期的な経営戦略    

  情報通信ネットワークが高度に発達した社会においては、「いつでも」「どこでも」地理的・時間的制約にとらわれ
ず、豊富な情報や知識を交流することが可能になると考えられます。 

このような社会におけるメディアビジネスの基盤として、各種の技術革新、とりわけメディア技術にかかわるイノベ

ーションの実現を最も重要視しています。その中でも特にデジタルコンテンツの編集及び配信を統合的に管理するＩＣ

ＭＳ（インプレス・コンテンツ・マネジメント・システム）の構築に注力し、顧客が望む様々な方法で効率的に情報・

コンテンツ・サービスを提供するための環境整備を推進します。 

経営面では、当社グループは、各社の競争力を最大限に発揮するための分社経営を行うと共に，グループ各社のリソ

ースを総合的に集約、配分するために持株会社形態をとり、グループとしての企業価値を最大化していく方針です。ま

た、グループのリソースを効果的に補完及び極大化するために、他事業会社とのアライアンスを積極的に行ってまいり

ます。 
分社構造をとることで、細分化された既存・新規市場に最適化した形で経営リソースを集中し、共感をベースとする

顧客満足度の高い「感動・信頼・親しみのあるコンテンツ・サービス」の提供を目指します。 

 

（３）利益配分に関する基本方針（３）利益配分に関する基本方針（３）利益配分に関する基本方針（３）利益配分に関する基本方針    

当社の配当政策は、収益状況に対応した株主の皆様に対する適切な利益還元を念頭に置いた上で、財務体質の強化と

将来の成長に備えるための内部留保の充実等を総合的に勘案し、配当を決定する方針であります。 

しかしながら、当社グループでは、現在、出版事業主体からデジタル事業の拡大を実現することによって企業価値を

向上させることを目指しております。従って、新規事業投資に迅速に対応するための内部留保を確保し、当分の間配当

は行わない方針であります。 

 

（４）会社の経営管理体制の整備等（コーポレートガバナンスの充実）に関する施策（４）会社の経営管理体制の整備等（コーポレートガバナンスの充実）に関する施策（４）会社の経営管理体制の整備等（コーポレートガバナンスの充実）に関する施策（４）会社の経営管理体制の整備等（コーポレートガバナンスの充実）に関する施策    

  当社グループは、当社を事業持株会社とする「分社経営」形態を採用し、小規模な組織による機動的な経営を追求し
ています。 

  この方針をさらに推進するため、2001 年 11 月１日からはカンパニー制を導入。当社組織を、グループ戦略の立案お
よびグループ各社の統轄を行う持株会社機能「ホールディングカンパニー」と、メディア事業の業務執行機能を持つ

「パブリッシングカンパニー」に明確に分化いたしました。この結果、「パブリッシングカンパニー」は、他の事業子

会社と同様の事業執行権限を持ち、メディア事業において独自の判断に基づく運営が可能となります。また、「ホール

ディングカンパニー」は、持株会社としてのグループ経営管理機能に特化することで、経営管理体制を強化してまい

ります。 

これと同時に管理スタッフの各社への再配置と権限委譲を進め、各社の自主性を高めると共に、各子会社経営陣の裁

量範囲を拡張、明確にすることで、個別事業の機動性を強化いたします。 

 なお、2001 年６月に開催した定時株主総会では、新たに法律及び会計税務分野の専門知識を持つ２名の監査役を選

任し、取締役の業務執行に対するチェック機能を強化しております。 
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３．経営成績    
（（（（1111）当中間期の業績全般の概況）当中間期の業績全般の概況）当中間期の業績全般の概況）当中間期の業績全般の概況    

当中間期におけるわが国経済は、世界的な景気後退が進む中、個人消費が依然低迷していることに加え、今年９月の

米国同時多発テロ事件以降、先行きは一層不透明感を増しております。 

当社グループのデジタル事業をとりまく環境といたしましては、インターネットユーザーは順調に増加。とりわけ

ADSL等の普及によりブロードバンドユーザー比率は急激に高まっており、関連ビジネスの市場規模も順調に拡大してお

ります。しかし、インターネット広告の市場規模につきましては、今年２月の㈱電通の調査では2001年（１月～12月）

における市場規模は978億円（前年比165.8％）と予測されておりましたが、今年10月の㈱野村総合研究所の予測による

と757億円（前年比128.3％）の水準へと大幅に下方修正されており、その成長は一時的に減速しております。背景とい

たしましては、景気低迷による広告費の削減、インターネット広告への取り組みが慎重になった事などがあげられます。 

また出版事業を取巻く環境につきましても、４年連続マイナス成長という長期低迷の状況から脱する事ができず、書

店の経営悪化、返品率の高止まり、販売金額の減少など厳しい状況で推移しております。 

 

このような状況の中、当社を事業持株会社とした当社グループは、「デジタル事業の拡大」と「出版事業の更なる強

化」を基本方針として事業を推進してまいりましたが、当中間期の連結売上高は、6,038百万円（前年同期比89.6％）

となりました。事業のセグメント別の内訳では、デジタル事業は、主にＥＣの売上増により1,396百万円（前年同期比

139.3％）、出版事業は返品増等の影響により4,642百万円（前年同期比81.0％）となりました。売上総利益は、主に出

版事業が減収となったため1,330百万円（前年同期比53.6％）となり、売上総利益率も22.0％（前年同期36.8％）に低

下いたしました。加えて、人員、システム・通信インフラに関わる関連諸経費の増加により、営業利益は△935百万円

（前年同期476百万円）、経常利益は△926百万円（前年同期451百万円）、当期純利益は△686百万円（前年同期247百万

円）となりました。 

 
（（（（2222）当中間期のセグメント別状況）当中間期のセグメント別状況）当中間期のセグメント別状況）当中間期のセグメント別状況    

①デジタル事業 

同事業は、インターネットユーザーの順調な増加、ブロードバンド常時接続ユーザーの拡大を背景に、売上高1,396

百万円（前年同期比139.3％）。内訳はコンテンツ457百万円（前年同期比100.7％）、ＥＣ785百万円（前年同期比168.4％）、

その他153百万円（前年同期比187.0％）となりました。しかし、人員の増強、通信インフラの強化、システム開発等に

より関連諸経費が増加、営業損失は507百万円（前年同期△180百万円）となりました。 

 

コンテンツ事業におきましては、当社のコアなコンテンツではない一般向け情報サービス（スポーツ、一般ニュース

等）を中止する一方、ブロードバンドをテーマとしたニュースサービス、金融情報サービスを開始する等、テーマの再

編を行った結果、PVは順調に拡大。今年９月には過去最高の月間114百万PVを達成いたしました。売上高内訳は、コン

テンツ販売が、一部有料サービスの中止等により83百万円（前年同期比86.6％）、またインターネット広告は市場環境

の影響を強く受けて成長が鈍化し、売上高は373百万円（前年同期比104.6％）となりました。 

（当中間期に開設した主な新規サイト） 

「PAXNet」：金融証券情報サイト＜http://www.paxnet.co.jp/＞ 

「Broadband Watch」：ブロードバンド関連情報サイト＜http://www.watch.impress.co.jp/broadband/＞ 

ＥＣ事業におきましては、前期より取扱商品の拡充につとめてまいりました。今年４月に PC ソフトウェアの取扱を

拡大、９月には他社 PC 書籍の取扱を開始するなど、取扱商品は約 26 万アイテムとなりました。また PC ソフトウェア

及び CD/DVD の販売が堅調に推移、注文数が前年同期約 1.8 倍の水準に達するなど、売上も順調に拡大いたしました。 
その他につきましては、デジタル関連の受託制作等が拡大し、売上が増加いたしました。 
 
②出版事業 

同事業の売上高は4,642百万円（前年同期比81.0％）。内訳はＩＴ分野2,806百万円（前年同期比75.6％）、音楽分野

1,345百万円（前年同期比86.2％）、デザイン分野490百万円（前年同期比106.0％）となり、デザイン分野を除き、前

年を下回る結果となりました。また、売上減少による効率の悪化から、営業利益は430百万円（前年同期比36.4％）と
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なりました。 

 

ＩＴ分野におきましては、主力のパソコン解説書籍「できる」シリーズをはじめ、技術系翻訳書籍及び新創刊雑誌等

の返品率が上昇したことが、売上減少の最大の要因となっております。特に「できる」シリーズにつきましては、今年

６月に発売されたマイクロソフト社のOfficeXP対応製品ではシェアを拡大したものの、シリーズ全体としては返品率が

大幅に上昇。売上高は前年同期比63.1％の水準となりました。 

   音楽分野につきましては、雑誌事業への依存度が高く、売上高構成比で75.0％となります。主力雑誌「サウンド＆レ

コーディング・マガジン」「ギター・マガジン」等につきましては、おおむね安定した売上高となりましたが、今年４

月より月刊誌「Groove」を休刊する等、製品ラインナップの見直しを行った影響もあり、雑誌事業でみると前年同期比

87.0％となりました。 

  デザイン分野につきましては、雑誌・ムックでは月刊誌「MdN」の販売・広告売上が好調に推移し、売上増に寄与いた

しましたが、主力の書籍の返品率が大幅に上昇し、効率が悪化する結果となりました。 

 
③全社 

上記のセグメントに区分できない全社セグメントの営業費用は、人員の増加による人件費及び固定費の増加、基幹業

務システム及び共通ネットワークインフラに関わるランニングコスト等のシステム関連費の増加により、858百万円（前

年同期比163.7％）という状況となりました。 

 

（３）当中間期の連結キャッシュ・フロー（３）当中間期の連結キャッシュ・フロー（３）当中間期の連結キャッシュ・フロー（３）当中間期の連結キャッシュ・フロー    
当中間期の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益は△1,159百万円となりましたが、主に

売上債権が1,418百万円減少したこと等により、前年同期に比べ874百万円増加し102百万円となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、△377百万円（前年同期△757百万円）となりました。これは主に投資有価証

券の取得による支出が142百万円と前年同期の466百万円に比べ減少していること等によります。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、△134百万円（前年同期△341百万円）となりました。これは主に長期借入金

の返済134百万円によるものです。 

これらの結果、現金及び現金同等物の当中間期末の残高は、前期末より214百万円減少して7,273百万円となりました。 

 

（４）通期の見通し（４）通期の見通し（４）通期の見通し（４）通期の見通し    
    当社グループを取巻く環境は、世界的な景気後退によるパソコン需要の急激な落ち込みや IT 関連企業の業績悪化、

低迷を続ける出版業界等、大変厳しい状況となっております。 

   この厳しい状況のなか当下半期において当社グループは、不採算事業からの撤退、材料・製造工程の見直しによる製

造コストや人員再配置などによる固定費の削減を図り、より一層の経営効率化を推進してまいります。 

 
   これらを踏まえて売上高で 14,700 百万円（前期比 1.0％増）、当期純損失 460 百万円（前期 383 百万円の当期純利益）
を計上する見通しであります。 

（単位：百万円）         

 2002/32002/32002/32002/3 期見込期見込期見込期見込    2001/3 期 伸長率 

売 上 高  14,70014,70014,70014,700    14,555 1.0% 

 デジタル事業 4,0004,0004,0004,000    2,319 72.5% 

 出 版 事 業 10,70010,70010,70010,700    12,236 △ 12.6% 

営 業 利 益  △△△△    890890890890    587 － 

経 常 利 益  △△△△    800800800800    559 － 

当 期 純 利 益  △△△△    460460460460    383 － 
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①デジタル事業 

  デジタル事業の売上高は、インターネット広告が伸び悩む一方、ＥＣの商材拡大等による売上増により、通期では

4,000 百万円（前期比 72.5％増）を見込んでおります。また新規事業といたしましては、今後の成長が期待できる IT

教育分野において学校向け情報教育教材及び e-Learning コンテンツの開発・販売の他、IT 関連市場に特化した調査事

業を開始いたします。 

 

②出版事業 
  出版事業については、雑誌等の不採算製品の見直し、書店の実売状況の正確な把握により、製造・出荷部数の的確な

コントロールを強化することで販売の効率化を実現し、売上高では10,700千円（前期比12.6％減）を見込んでおります。 
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４．中間連結財務諸表等 
 

(1)中間連結貸借対照表 

  前中間連結会計期間末 
（平成12年９月30日現在） 

当中間連結会計期間末 
（平成13年９月30日現在） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成13年３月31日現在） 

区分 注記 
番号 金額（千円） 構成比 

（％） 金額（千円） 構成比 
（％） 金額（千円） 構成比 

（％） 

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   2,500,978   7,273,914   7,488,581  

２．受取手形及び売掛金 ※２  4,510,051   4,074,331   5,492,416  

３．有価証券   －   2,867,525   2,876,445  

４．たな卸資産   1,064,358   1,102,162   1,016,033  

５．繰延税金資産   90,651   149,956   50,767  

６．その他   154,361   241,990   694,474  

貸倒引当金   △  7,391   △  30,473   △  14,318  

流動資産合計   8,313,009 71.9  15,679,407 76.2  17,604,400 80.0 

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産 ※１          

１．建物  161,715   109,908   153,660   

２．器具備品  386,589 548,304 4.8 437,722 547,631 2.7 448,324 601,985 2.8 

(2）無形固定資産           

１．連結調整勘定  －   5,942   6,279   

２．ソフトウェア  126,189   524,636   408,867   

３．その他  9,795 135,985 1.2 11,096 541,675 2.6 10,450 425,597 1.9 

(3）投資その他の資産           

１．投資有価証券  1,730,243   2,859,427   2,800,616   

２．繰延税金資産  117,750   385,049   71,828   

３．その他  709,971   566,073   494,721   

貸倒引当金  △   906 2,557,059 22.1 △  4,302 3,806,248 18.5 △   906 3,366,260 15.3 

固定資産合計   3,241,349 28.1  4,895,554 23.8  4,393,843 20.0 

資産合計   11,554,359 100.0  20,574,962 100.0  21,998,243 100.0 
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  前中間連結会計期間末 
（平成12年９月30日現在） 

当中間連結会計期間末 
（平成13年９月30日現在） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成13年３月31日現在） 

区分 注記 
番号 金額（千円） 構成比 

（％） 金額（千円） 構成比 
（％） 金額（千円） 構成比 

（％） 

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金   2,173,668   2,006,245   2,380,214  

２．短期借入金   1,938,823   960,400   1,059,022  

３．未払金   361,282   391,387   496,343  

４．未払法人税等   220,304   3,751   142,675  

５．賞与引当金   168,109   168,452   188,167  

６．返品調整引当金   195,666   157,985   266,999  

７．その他   276,797   280,848   327,503  

流動負債合計   5,334,651 46.2  3,969,070 19.3  4,860,924 22.1 

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金   80,400   －   36,000  

２．繰延税金負債   338,465   42,144   34,110  

３．退職給付引当金   235,652   306,768   263,150  

４．連結調整勘定   11,816   －   －  

固定負債合計   666,334 5.7  348,912 1.7  333,261 1.5 

負債合計   6,000,986 51.9  4,317,982 21.0  5,194,186 23.6 

（少数株主持分）           

少数株主持分   － －  3,884 0.0  － － 

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   1,745,900 15.1  5,315,900 25.8  5,315,900 24.2 

Ⅱ 資本準備金   1,874,657 16.2  9,802,157 47.7  9,802,157 44.6 

Ⅲ 連結剰余金   1,453,102 12.6  901,797 4.4  1,588,466 7.2 

Ⅳ その他有価証券評価差
額金   499,865 4.3  170,915 0.8  78,420 0.3 

Ⅴ 為替換算調整勘定   △  18,953 △ 0.1  62,955 0.3  20,312 0.1 

   5,554,572 48.1  16,253,726 79.0  16,805,257 76.4 

Ⅵ 自己株式   △  1,200 △ 0.0  △  631 △ 0.0  △  1,200 △ 0.0 

資本合計   5,553,372 48.1  16,253,094 79.0  16,804,057 76.4 

負債、少数株主持分及
び資本合計   11,554,359 100.0  20,574,962 100.0  21,998,243 100.0 
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(2)中間連結損益計算書 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（千円） 百分比 

（％） 金額（千円） 百分比 
（％） 金額（千円） 百分比 

（％） 

Ⅰ 売上高   6,737,243 100.0  6,038,884 100.0  14,555,622 100.0 

Ⅱ 売上原価   4,305,750 63.9  4,817,845 79.8  9,423,776 64.7 

売上総利益   2,431,493 36.1  1,221,039 20.2  5,131,845 35.3 

返品調整引当金戻入
額   48,535 0.7  109,014 1.8  － － 

返品調整引当金繰入
額   － － － － －  22,798 0.2 

差引売上総利益   2,480,028 36.8  1,330,053 22.0  5,109,047 35.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  2,003,090 29.7  2,265,895 37.5  4,521,504 31.1 

営業利益   476,937 7.1  △ 935,841 △15.5  587,542 4.0 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  11,782   30,390   46,745   

２．連結調整勘定償却額  452   －   －   

３．保険満期返戻金  340   －   －   

４．その他  5,144 17,719 0.3 2,219 32,610 0.5 14,111 60,857 0.4 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  17,433   6,584   31,087   

２．新株発行費  12,140   10,756   43,239   

３．その他  13,916 43,491 0.7 6,167 23,508 0.4 14,455 88,782 0.6 

経常利益   451,165 6.7  △ 926,739 △15.4  559,617 3.8 

Ⅵ 特別利益           

１．貸倒引当金戻入益  33,910   －   34,399   

２．投資有価証券売却益  －   51,414   55,081   

３．保険金解約返戻金  －   －   227,579   

４．前期損益修正益  －   11,933   8,799   

５．その他  － 33,910 0.5 915 64,263 1.1 － 325,860 2.2 

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産除却損 ※２ －   78,394   13,030   

２．投資有価証券売却損  －   15,272   －   

３．投資有価証券評価損  －   25,158   58,566   

４．役員退職慰労金  20,623   5,030   20,623   

５．ソフト使用権除却損  －   141,440   －   

６．過年度退職給付引当
金繰入額  － 20,623 0.3 32,047 297,342 4.9 － 92,219 0.6 

税金等調整前中間
（当期）純利益   464,452 6.9  △1,159,818 △19.2  793.258 5.4 

法人税、住民税及び
事業税 ※３ 219,988   4,779   390,757   

還付法人税、住民税
及び事業税  －   △    6,823   －   

法人税等調整額 ※３ △  3,379 216,608 3.2 △ 469,991 △  472,034 △ 7.8 19,293 410,050 2.8 

少数株主利益   － －  △    1,115 △ 0.0  － － 

中間（当期）純利益   247,843 3.7  △  686,668 △11.4  383,208 2.6 
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(3)中間連結剰余金計算書 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結剰余金計算書 

（自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日） 

  金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 連結剰余金期首残高   1,205,258  1,588,466  1,205,258 

Ⅱ 中間（当期）純利益   247,843  △ 686,668  383,208 

Ⅲ 連結剰余金中間期末
（期末）残高   1,453,102  901,797  1,588,466 
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(4)中間連結キャッシュ・フロー計算書 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー     

税金等調整前中間（当
期）純利益  464,452 △ 1,159,818 793,258 

減価償却費  101,965 149,487 255,739 

連結調整勘定償却額  △    452 336 1,055 

投資有価証券評価損  － 25,158 58,566 

前期損益修正益  － △    11,933 － 

退職給付引当金の増加
額  27,495 75,664 54,994 

返品調整引当金の増
(△減)額  △  48,535 △   109,014 22,798 

賞与引当金の増(△減)
額  4,589 △    19,714 24,647 

貸倒引当金の増(△減)
額  △  34,013 19,550 △  27,086 

受取利息及び受取配当
金  △  11,902 △    30,390 △  48,157 

支払利息  17,433 6,584 31,087 

為替差損益  △    140 576 △   2,207 

投資有価証券売却益  － △    51,414 △  55,081 

投資有価証券売却損  － 15,272 － 

固定資産除却損  － 78,394 13,030 

ソフト使用権除却額  － 141,440 － 

売上債権の増加額  △  192,274 1,418,229 △ 1,130,079 

たな卸資産の増加額  △  151,492 △    86,129 △  101,297 

仕入債務の増(△減)額  △  369,196 △   436,182 △  142,973 

前払金の増加額  △  141,440 － △  141,440 

未払消費税等の減少額  △  10,279 △    39,641 △   9,388 

その他の営業活動フ
ロー  6,490 248,130 △  178,861 

小計  △  337,298 234,586 △  581,397 

利息及び配当金の受取
額  11,902 32,993 30,670 

利息の支払額  △  15,585 △     6,662 △  28,490 

法人税等の支払額  △  430,334 △   158,016 △  680,565 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー  △  771,315 102,901 △ 1,259,783 



 

－  － 
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前中間連結会計期間 

（自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー     

有価証券の取得による
支出  － △   457 △ 2,882,685 

有形固定資産の取得に
よる支出  △  221,096 △   143,848 △  392,373 

投資有価証券の取得に
よる支出  △  466,670 △   142,399 △ 2,303,918 

投資有価証券の売却に
よる収入  － 72,373 68,596 

子会社株式の取得によ
る支出  － － △   8,642 

貸付金の実行による支
出  － △    60,000 － 

貸付金の回収による収
入  1,959 22,834 3,368 

その他の投資活動フ
ロー  △  71,865 △   126,152 △  378,070 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー  △  757,673 △   377,650 △ 5,893,725 

     
Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー     

短期借入金の純増(△
減)額  △  10,000 － △  730,000 

長期借入金の返済によ
る支出  △  331,601 △   134,622 △  535,803 

社債の発行による収入  97,200 － 97,200 

社債の償還による支出  △  97,200 － △  97,200 

自己株式の売却による
収入  － 568 － 

株式の発行による収入  － － 11,497,500 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー  △  341,601 △   134,053 10,231,696 

     
Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額  12,271 36,135 51,096 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増(△減)額  △ 1,858,319 △   372,667 3,129,284 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高  4,359,297 7,488,581 4,359,297 

Ⅶ 新規連結子会社の現金
及び現金同等物の期首
残高 

 － 158,000 － 

Ⅷ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高  2,500,978 7,273,914 7,488,581 

     
 



－  － 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事
項 

 子会社５社すべてを連結して
おります。連結子会社名は次の
とおりであります。 
㈱インプレスコミュニケー
ションズ 
㈱リットーミュージック 
㈱エムディエヌコーポレー
ション 
㈱ミュージックメディアリ
サーチ 
IPG Network, Inc. 
 
 なお、㈱インプレス販売は、
平成12年４月１日に㈱インプレ
スエイアンドディと合併し、同
日付で㈱インプレスコミュニ
ケーションズに商号を変更して
おります。 

連結子会社の数 ７社 
主要な連結子会社の名称 
㈱インプレスコミュニケー
ションズ 
㈱リットーミュージック 
㈱エムディエヌコーポレー
ション 
㈱ミュージックメディアリ
サーチ 
㈱クリエイターズギルド 
㈱パックスネットインプレス 
Impress Capital, Inc. 
（Impress Capital, Inc.
は、平成13年８月１日付で
IPG Network, Inc.から商号
変更をしております） 
 

 当中間連結会計期間より、㈱
パックスネットインプレスにつ
いて、本格的な営業活動を開始
したため、連結の範囲に含めて
おります。 

（1）連結子会社の数 ６社 
主要な連結子会社の名称 
㈱インプレスコミュニケー
ションズ 
㈱リットーミュージック 
㈱エムディエヌコーポレー
ション 
㈱ミュージックメディアリ
サーチ 
㈱クリエイターズギルド 
IPG Network, Inc. 
 
 当連結会計年度より、㈱ク
リエイターズギルドについ
て、新たに子会社となったた
め、連結の範囲に含めており
ます。 
 また、㈱インプレス販売
は、平成12年４月１日に㈱イ
ンプレスエイアンドディと合
併し、同日付で㈱インプレス
コミュニケーションズに商号
変更をしております。 

（2）主要な非連結子会社の名
称等 
主要な非連結子会社の名称 
㈱パックスネットインプレス 

（連結の範囲から除いた理由） 
 ㈱パックスネットインプレ
スについては、本格的な営業
を行っておらず総資産も僅少
で、連結財務諸表に重要な影
響を及ぼしていないため、連
結の範囲から除外しておりま
す。 

２．持分法の適用に関する
事項 

 関連会社２社については、連
結純損益及び連結剰余金に及ぼ
す影響が軽微であり、かつ全体
としても重要性がないため、持
分法の適用範囲から除外してお
ります。 
 なお、持分法を適用しない関
連会社名は以下のとおりであり
ます。 
㈱シフカ 
㈱クリエイターズギルド 

 関連会社１社については、連
結純損益及び連結剰余金に及ぼ
す影響が軽微であり、かつ全体
としても重要性がないため、持
分法の適用範囲から除外してお
ります。 
 なお、持分法を適用しない関
連会社名は以下のとおりであり
ます。 
㈱シフカ 

 非連結子会社及び関連会社に
ついては、それぞれ連結純損益
及び連結剰余金に及ぼす影響が
軽微であり、かつ全体としても
重要性がないため、持分法の適
用範囲から除外しております。
なお、持分法を適用しない非連
結子会社及び関連会社名は以下
のとおりであります。 
㈱パックスネットインプレス 
㈱シフカ 

３．連結子会社の中間決算
日（決算日）等に関す
る事項 

 在外連結子会社であるIPG 
Network, Inc.の中間決算日
は、６月30日であります。中間
連結財務諸表の作成にあたって
は、同日現在の財務諸表を使用
しております。 

 連結子会社のうち㈱パックス
ネットインプレス及びImpress 
Capital, Inc.の中間決算日
は、６月30日であります。中間
連結財務諸表の作成にあたって
は、同日現在の財務諸表を使用
しております。 

 在外連結子会社であるIPG 
Network, Inc.の決算日は、12
月31日であります。連結財務諸
表の作成にあたっては、同日現
在の財務諸表を使用しておりま
す。 



－  － 
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項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日） 

４．会計処理基準に関する
事項 

 
 

  
 

(1）重要な資産の評価基
準及び評価方法 

①有価証券 
 
 
その他有価証券 
時価のあるもの 
 中間決算日の市場価格等に
基づく時価法（評価差額は全
部資本直入法により処理し、
売却原価は主として移動平均
法により算定） 
時価のないもの 
移動平均法による原価法 

①有価証券 
満期保有目的の債券 
 償却原価法（定額法） 
その他有価証券 
時価のあるもの 

同左 
 
 
 
 

時価のないもの 
同左 

①有価証券 
満期保有目的の債券 

同左 
その他有価証券 
時価のあるもの 
 決算日の市場価格等に基づ
く時価法（評価差額は全部資
本直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算
定） 
時価のないもの 

同左 
 ②デリバティブ 

時価法 
②デリバティブ 

同左 
②デリバティブ 

同左 
 ③たな卸資産 

商品・製品 
先入先出法による原価法 
 なお、最終刷後６ヶ月以上
を経過した売残り単行本につ
いては、法人税基本通達に基
づいた評価基準を設け、一定
の評価減を実施しておりま
す。 
仕掛品 
個別法による原価法 

③たな卸資産 
商品・製品 

同左 
 
 
 
 
 
 
仕掛品 

同左 

③たな卸資産 
商品・製品 

同左 
 
 
 
 
 
 
仕掛品 

同左 
(2）重要な減価償却資産
の減価償却の方法 

①有形固定資産 
（当社及び国内連結子会社） 
定率法（なお、耐用年数及び
残存価額については法人税法
に規定する方法と同一の基準
によっております。） 

（在外連結子会社） 
定額法 
②無形固定資産 
ソフトウェア（自社利用分） 
 社内における利用可能期間
（５年）に基づく定額法 

①有形固定資産 
（当社及び国内連結子会社） 

同左 
 
 
 
（在外連結子会社） 

同左 
②無形固定資産 

同左 
 
 
③長期前払費用 
定額法（なお、耐用年数につい
ては法人税法に規定する方法と
同一の基準によっておりま
す。） 

①有形固定資産 
（当社及び国内連結子会社） 

同左 
 
 
 
（在外連結子会社） 

同左 
②無形固定資産 

同左 
 
 

③長期前払費用 
同左 


